
令和３年度 岩沼市産業用地整備候補地等調査検討業務 概要版                         

1.業務概要 

本業務は、本市における更なる地域経済の活性化や良質な雇用の場の確保に向け、市内において今後必要とされ

る産業用地について開発可能なエリアの選定を行い、候補地として抽出された各地区についての問題課題の整理な

ど「産業用地候補地」としての比較選定を行うものである。 

また選定された候補地に関して、各種企業に対して広くアンケート調査を行い、将来的な需要調査を行いながら

土地利用方針の検討や事業手法および整備時期の検討など、「産業用地整備の事業化」にあたり必要となる各種要素

の整理検討を行うことを目的とする。 

 

2.各種関連計画の整理・把握 

 本業務に先立ち、本市における各種上位関連計画について確認を行い、将来的な産業用地の抽出をおこなった。 

また、宮城県との間で締結した仙台空港の運用時間 24 時間化する覚書等についても確認し、以降の産業用地の

候補地選定にあたっての基礎条件として整理した。 

 

 

岩沼市における将来の開発エリアと覚書における開発推進エリアの重ね図 

 

 

 

 

3.候補地抽出と地区毎における問題・課題の整理 

2.における基礎的条件を踏まえ、本市内における新たな産業用地として開発可能性のある候補地の抽出を行った。 

 

候補地位置図 

○候補地の概要 

①仙台空港 IC 周辺 

 本エリア周辺は、市内で最も工業系施設が集積している。市街化調整区域だが、仙台空港やインターチェンジな

どの恵まれた交通結節機能があることから、エリア周辺では工業系の開発が頻繁に行われており、本エリアについ

ても工業系の産業集積が期待されている。 

②岩沼 IC 周辺 

岩沼ＩＣ周辺は南北に配置された高速道路を境に、東西でそれぞれ独自の住環境を形成し発展してきた。そ

の中で、本エリアは未開発のままとなっている用地となる。インターチェンジに隣接しているアクセス性の良

さや雇用確保の容易さから、住環境に配慮しながらも、産業の活性化を目指す。 

③メガソーラー跡地 

 本エリア周辺は、仙台空港 IC 周辺と同様に市内最大の工業施設が集積しており、現在メガソーラー施設の利用が

行われている。令和 16 年以降（借地期間は令和 15 年度まで）、施設の契約満了に伴い、跡地の利活用が期待さ

れてており、50ha 以上の一団の用地をどうするべきか検討を進めているエリア。 

④南長谷原地区 

 本エリア周辺は、多くの工場が立ち並んでおり、国道４号へも近く、市役所や官公署のある市内中心部へも近い

場所にある。未利用地として 1 ha 程度の用地がモザイク状に存在しており、産業系の利活用が望まれている地区

となっている。 

⑤空港隣接地 

 本エリアは仙台空港ターミナルや仙台空港駅に隣接しており、レンタカー店舗を中心に産業展開されている。

2017 年からの空港の利用客数の増加を契機に、交通結節点のポテンシャルを活かした新たな産業集積の可能性を

検討している。 

 

 

 

 

 

候補地 



○候補地の課題整理・主要候補地の絞り込み 

整理した候補地毎の土地利用状況や各種法規制状況等を踏まえて、候補地を比較検討し、候補地の中で産業立地の優先度が高い地区を主要候補地として抽出した。 

仙台空港や IC の交通結節点近郊の産業用地の優先度が高くなると考えられる、特に仙台空港 IC 周辺は市街化調整区域の中でも既に一般保留地区となっているため、他市街化調整区域よりも、編入のハードルが低くなることもあり、

最も優先度の高い候補地と考えられる。また、自動車関係の交通結節点近郊は岩沼 IC 周辺だが、当該用地は近郊に住宅地が整備されている。立地する用途、建ぺい率、容積率が他候補地よりも規制がかかる可能性が高いが、当該地区

は住宅と合わせた開発、区画整理等の手法でのポテンシャルが高い地区と考えられるため、仙台空港 IC 周辺に次いで優先度の高い候補地とする。 

仙台空港IC周辺（⽮野⽬⻄地区） 岩沼IC周辺 メガソーラー跡地 南⻑⾕原地区 空港隣接地

特徴
・市内で最も⼯業系施設が集積している「⼯
業ゾーン」に隣接

・インターチェンジに隣接しているため、ア
クセス性が良い

・市内で最も⼯業系施設が集積している「⼯
業ゾーン」に隣接

・⼯業ゾーンに位置
・国道4号に近接
・市内中⼼部から近い

・仙台空港ターミナルや仙台空港駅に隣接

現況の⼟地利⽤ ⽔⽥ ⽔⽥、⼀部宅地 宅地（メガソーラー） 畑、⼀部宅地 宅地  ※現状企業が⽴地

⽤地⾯積 51.5ha 22.6ha 55.7ha
0.8ha、2.3ha、2.7ha
計：5.8ha

24.0ha

都市計画⽤途地域
市街化調整区域
（⼀般保留地区）

市街化調整区域 市街化調整区域
市街化区域
⽤途：⼯業地域

⼀部市街化調整区域
⼀部市街化区域
市街化区域の⽤途：⼯業地域

建築規制
地区周辺（市街化区域）
建ぺい率：60％
容積率：200％

地区周辺
第⼀種低層住居専⽤地域
建ぺい率：50％
容積率：80％

地区周辺（市街化区域）
建ぺい率：60％
容積率：200％

建ぺい率60％
容積率：200％

地区内（市街化区域）
建ぺい率：60％
容積率：200％
地区周辺（市街化区域）
建ぺい率：60％
容積率：200％
地区周辺（市街化調整区域）
建ぺい率：70％
容積率：200％

地価（参考） 23,000 円/ ㎡〜 23,000 円/ ㎡〜 23,000 円/ ㎡〜 23,000 円/ ㎡〜 23,000 円/ ㎡〜

地質・地盤
地質：砂質⼟
N値/最⼩10、最⼤30

地質：砂（粘⼟混じり）
N値：最⼩0、最⼤40

地質：砂
N値：最⼩10、最⼤40

地質：砂（シルト混じり）
N値：最⼩0、最⼤20

地質：砂
N値：最⼩10、最⼤40

⽤⽔条件

上⽔道：あり
※配⽔管・消⽕栓整備が必要となる可能性
下⽔道 汚⽔：あり ⾬⽔：あり
⼯業⽤⽔：なし 地下⽔：要調査

上⽔道：あり
※配⽔管・消⽕栓整備が必要となる可能性
下⽔道 汚⽔：あり ⾬⽔：あり
⼯業⽤⽔：なし 地下⽔：要調査

上⽔道：あり
※配⽔管・消⽕栓整備が必要となる可能性
下⽔道 汚⽔：あり ⾬⽔：あり
⼯業⽤⽔：なし 地下⽔：要調査

上⽔道：あり
下⽔道 汚⽔：あり ⾬⽔：あり（⾬⽔管整備
は必要）
⼯業⽤⽔：なし 地下⽔：要調査

上⽔道：あり
※配⽔管・消⽕栓整備が必要となる可能性
下⽔道
（市街化区域）汚⽔：あり ⾬⽔：あり
（市街化調整区域）汚⽔：あり
 ⾬⽔：流⼊不可
⼯業⽤⽔：なし 地下⽔：要調査

排⽔条件

公共下⽔道に接続（分流式）
受益負担⾦が発⽣
県道岩沼海浜緑地線の北側は⾬⽔幹線整備済
み

公共下⽔道に接続（分流式）
受益負担⾦が発⽣

公共下⽔道に接続（分流式）
受益負担⾦が発⽣

公共下⽔道に接続（分流式）
受益負担⾦が発⽣
⾯整備として、汚⽔枝線整備が必要

公共下⽔道に接続（分流式）
受益負担⾦が発⽣

電⼒
最寄りの変電所：⽟浦変電所
⼀般⾼圧 6,000V
特別⾼圧

最寄りの変電所：⽟浦変電所
⼀般⾼圧 6,000V
特別⾼圧

最寄りの変電所：⽟浦変電所
⼀般⾼圧 6,000V
特別⾼圧

最寄りの変電所：岩沼変電所
⼀般⾼圧 6,000V
特別⾼圧

最寄りの変電所：⽟浦変電所
⼀般⾼圧 6,000V
特別⾼圧

ガス LPガス LPガス LPガス LPガス LPガス

その他規制

航空法：
⾼層建築の制限あり（T.P.+約46.7ｍ）
農地法
頭⾸⼯の受益地

航空法：
⾼層建築の制限あり（T.P.+約51ｍ）
農地法
頭⾸⼯の受益地

航空法：
⾼層建築の制限あり（T.P.+約46.7ｍ）

航空法：
⾼層建築の制限あり（T.P.+約84ｍ）

航空法：
⾼層建築の制限あり（T.P.+約8ｍ〜約46.7
ｍ）

優遇制度
みやぎ企業⽴地奨励⾦
岩沼市企業⽴地奨励⾦

みやぎ企業⽴地奨励⾦
岩沼市企業⽴地奨励⾦

みやぎ企業⽴地奨励⾦
岩沼市企業⽴地奨励⾦

みやぎ企業⽴地奨励⾦
岩沼市企業⽴地奨励⾦

みやぎ企業⽴地奨励⾦
岩沼市企業⽴地奨励⾦

開発に係る前提条件・
課題

・農地転⽤の⼿続きが必要

・農地転⽤の⼿続きが必要
・住宅地が隣接しているため、企業⽴地にお
いて配慮が必要（騒⾳等）
・市街化区域編⼊が必要

・メガソーラーの借地期間（令和15年度）ま
で開発ができない
・市街化区域編⼊が必要

・アクセス道路整備が必要
・⾬⽔管整備が必要

・市街化調整区域は市街化区域編⼊が必要

優先度 1 2 3 4 5  



4.企業アンケート調査 

本市が今後計画を行う候補地を対象に、各種企業に対するアンケート調査を行い、事業進出や出店等についての

意向確認を行った。また、本調査では「全国規模の企業」、「宮城県内に現在も立地している企業」、「岩沼市内に立

地している企業」の 3 ケースで調査を行うこととした。 

 

○アンケート回収結果 

発送 締切 エリア 発送数 回答件数 回収率

2021.11.9 2021.11.30 全国 516 27 5.2%

2021.12.9 2021.12.24 23 4 17.4%

2022.1.24 2022.02.07 302 58 19.2%

325 62 19.1%

2022.1.24 2022.02.07 岩沼市内 188 53 28.2%

1
1029 143 13.9%

宮城県内

⼩計

合計
 

○アンケート結果 

・今後の展開、候補地の評価及び期待 

問 新たな事業所の立地先の選定に際して、どのような条件を重視しますか ※上位 5 つ 

 

問 候補地区の評価 ※上位 3 つ 

 

 

問 東北進出や具体的工場進出において、岩沼市に期待するところ ※上位７つ 

 

立地可能性 

① ② ③ ④ ⑤

1 物流関連
サービス関連

A 5000㎡〜1ha 3年以内

2 物流関連 A 5000㎡〜1ha 3年以内
3 物流関連 A 3000㎡未満 3年以内

4 物流関連
製造関連

B 5000㎡〜1ha 未定

5
営業・販売関連

物流関連
B B 3000〜5000㎡ 1年以内

6 製造関連 B B 3000〜5000㎡ 未定
7 製造関連 B B B 5000㎡〜1ha 3年以内
8 製造関連 B 5000㎡〜1ha 1年以内

9 物流関連
製造関連

B B 1〜3ha 3年以内

10 サービス関連 B B 3ha以上 3年以内

A岩沼市への新たな事業所を設けたい 0 0 3 0 0
B条件によっては候補地となり得る 6 6 1 0 0

番号 想定⽴地時期希望⾯積
候補地

想定施設機能

 

C 現状ではなんともいえないが、岩沼市の投資環境、公的支援メニューに関する資料を希望した回答企業 

11
研究・開発・設計関連

製造関連
5000㎡〜1ha 5年以内

12 ー ー ー
 

候補地毎の希望面積 

3000㎡未満 3000〜5000㎡ 5000㎡〜１ha 1〜3ha 3ha以上
①仙台空港IC周辺 2 2 1 1
②岩沼IC周辺 2 2 1 1
③メガソーラー跡地 1 3  
候補地毎の立地施設機能 

営業・販売関連 物流関連 製造関連 サービス関連
①仙台空港IC周辺 1 2 4 1
②岩沼IC周辺 1 3 4 1
③メガソーラー跡地 3 1 1

25

26

26

34

52

国・地⽅⾃治体の助成

地価の安さ、⽤地取得のしやすさ

⾼速道路を利⽤できる

⾃然災害の少なさ

⼈材・労働⼒の確保

26

34

52

仙台空港との近接性が良い

幹線道路の整備環境が良い

⾼速道路との近接性が良い

11
13
13
14

16
17
18

従業員にとって良好な住宅・居住環境の確保が期待できる

周辺地域を含め多様な企業間の連携・協⼒が期待できる

まとまった規模の⽤地確保が期待できる

仙台圏を含め顧客･ユーザー企業や地元市場の確保が⾒込める

安価な⽤地の確保が期待できる

地元採⽤⼈材の定着の良さが期待できる

復興状況も良好に進んでおり、安⼼安全な企業活動が期待で…



5.選定された候補地における土地利用方針と事業手法の検討 

先行的に着手すべき候補地について、アンケート調査結果をふまえた土地利用方針の検討を行う。土地利用を今後 

具体的に事業化していく際の事業手法の検討、これら事業手法毎に一般的に想定される㎡単価を基にした概算事業

費の算出を行なった。 

①候補地の選定 

 アンケート調査結果により新たな事業所を検討している企業及び設備の増強を考えている企業が複数あるが、想

定される立地計画時期が 3 年以内であった。また、候補地としての評価が高いエリアを考慮した場合、「仙台空港

IC 周辺地区」及び「岩沼 IC 周辺地区」を先行的に着手すべき候補地とした。 

②候補地における諸条件 

 アンケートにより以下の内容を踏襲する。 

  ⅰ）企業が求めている画地面積の大多数が 5000 ㎡～1ha となるため、これを考慮する。 

  ⅱ）土地利用及び概算事業費は岩沼市企業立地ガイドから設定する。 

③事業手法について 

 事業手法を考慮した際に、用地全面買収のリスクを考え、土地区画整理事業による手法とした。 

④事業別ゾーニングと課題 

各エリア別のゾーニングと課題を整理した。 

ⅰ）仙台空港 IC 周辺地区                

ゾーニング図 課題整理 

 ・土地利用について、中央の幹線水路（葉の木堀

水路）について、土地改良区との指定流量の覚書

があることに留意が必要。 

・北側（矢野目西地区）における幹線道路が、本

事業エリアを踏まえた線形となっており、開発検

討の際には踏襲する必要がある。 

・事業性の考察として、現行の矢野目西地区の保

留地単価と同等の価格（販売実績）とした場合、

減歩率が 8０～９０％程度となり保留地単価の設

定等により適切な減歩率を検討していく必要があ

る。 

・事業内の幹線道路については、都市計画道路と

なる可能性がある為、社総交等の補助が考慮され

た場合は、事業性が向上する。 

・名取川頭首工の整備区域（受益地）のため、区

域除外の調整及び手続きが必要となる。 

・地権者の開発に対する意向が強い場合において

も、農振農用地区域のため、除外手続きをする上

では理由の整理が必要（進出企業の担保性や規模

の妥当性）。本業務等における可能性企業との連

携が不可欠となる。 

工業地域としての土地利用を前提とした市街地整備を行い、

IC 周辺地域の経済発展のため、物流産業の集積を図る。 

ⅱ）岩沼 IC 周辺地区   

ゾーニング図 課題整理 

 

 

・東側が住宅地となっており、工業用地としての

連坦性が薄い。上位計画の整理が必要となる。 

・高速道路及び三軒茶屋岩沼線で土地利用が３つ

に分断されるため、各エリア内で区画道路・調整

池の設置が必要となる。事業の採算によりエリア

の選定が必要となる。 

・事業性の考察として、現行の矢野目西地区の保

留地単価と同等の価格（販売実績）とした場合、

減歩率が 8０～９０％程度となり保留地単価の設

定等により適切な減歩率を検討していく必要があ

る。 

・事業性向上の提案として、人口フレーム等の調

整が必須となるが、宅地（分譲地）エリアを設置

すると事業性が格段に良くなる。 

・仙台空港 IC 周辺地区と同様に農振農用地区域

のため、除外手続きをする上では理由の整理が必

要（進出企業の担保性や規模の妥当性）。本業務

等における可能性企業との連携が不可欠となる。 

物流産業の集積を図る土地利用とするとともに、隣接した居

住ゾーン及び農業ゾーンへの配慮が必要となる。 

 

⑤事業スケジュール 

 上記の具体的な土地利用に向けてのスケジュールは以下の案が考えられる。 
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市対応

項        ⽬
2022年（令和４年） 2023年（令和5年） 2024年（令和6年） 2025年（令和7年） 20

編入要望地区提出

編入要望書作成

県都市計画

審議会

都市計画決定告示

（特定保留地区指定）

案の縦覧
市町村ヒヤリング・国事前調整

・説明会・公聴会・国事前協議

編入要望地区
提出依頼

案の縦覧

市都市計画

審議会

（市事前相談）

基本設計準備委員会発足 現況測量
地区界測量

関係機関事前協議

事業方針の検討・勉強会の開催 事業方針決定

権利調査

世話人会発足

勉強会開催、土地利用計画

・事業計画概要書作成など 仮同意取得など

提出
保留解除要望書作成

提出

市町村ヒヤリング・国事前調整

・説明会・公聴会・国事前協議
案の縦覧

基本設計補正、公共施設管理者等協議

公共用地編入協議、定款・事業計画作成、本

施

（公共施設管

公共用地編

ボーリング調査

事業方針の検討・勉強会の開催

地元調整、農振除外

土地改良区


